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前回定例会（令和２年６月３日）以降の主な動き 

 
令 和 ２ 年 ７ 月 １ 日  
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁  
 柏崎刈羽地域担当官事務所 

 

 

１．エネルギー政策全般 

 

○第３１回 総合資源エネルギー調査会／基本政策分科会【７月１日開催】 

・エネルギーの需給に関する基本的な計画（エネルギー基本計画）などに

ついて検討を行う。 

・第３１回は、エネルギー政策の方向性について議論。 

 

○エネ庁ホームページ＜スペシャルコンテンツ＞ 

（１）「エネルギー白書２０２０」を読んで、日本のエネルギー政策の変化と今

を知ろう！【６月５日公開】 

・「エネルギー白書２０２０」読みどころ 

 福島の復興・再生へ向けた歩み 

 災害・地政学リスクに対応できる強いエネルギーシステム 

 ２０２０年に運用開始されたパリ協定への対応 

（２）北欧の「最終処分」の取り組みから、日本が学ぶべきもの③【６月１５日

公開】 

 向き合わなくてはならない「放射性廃棄物の最終処分」の問題 

 みんなで「最終処分」への理解を深めていくための取り組み 

（３）汚染水処理で発生する廃棄物「スラリー」とは？なぜ発生する？どのよう

に保管されている？【６月２９日公開】 

 ＡＬＰＳで汚染水を処理する段階で発生する２つの廃棄物 

 保管リスクのさらなる低減に向けた取り組み： 安定化処理とは 

（４）「法制度」の観点から考える、電力のレジリエンス ①法改正の狙いと意

味【６月２３日公開】 

（５）北欧の「最終処分」の取り組みから、日本が学ぶべきもの④【６月２５日

公開】 

 ＳＮＳや関心グループ支援を通じて、より一層きめ細やかな情報提供を

目指す 

 地域にあたえる影響を具体的にイメージできる情報をベースに、広く議

論を進めていく 
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※スペシャルコンテンツ 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ 

  ※当事務所でも紙媒体で配布しています。 

 

●資源エネルギー庁メールマガジン（配信登録） 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/mailmagazine/ 

 

●統計ポータルサイト（エネルギーに関する分析用データ） 

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/analysis/ 

 

 

２．電気事業関連 

 

○第２５回 総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス

基本政策小委員会【６月１１開催】 

・電力・ガス分野の幅広い政策課題について、安全性、安定供給、経済効

率性、環境適合性というエネルギー政策の基本的視点から総合的な検討

を行う。 

・第２５回は、電力・ガス小売全面自由化の進捗状況について等について

議論。 

 

○第１１回 総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス

基本政策小委員会／電力レジリエンスワーキンググループ（産業構造審議会

／保安・消費生活用製品安全分科会 ／電力安全小委員会と合同開催）【６月

１６日開催】 

・電力インフラのレジリエンス（回復力・弾力性）を高め、停電の早期復

旧に向けた取組や国民への迅速かつ正確な情報発信等、災害に強い電力

供給体制を構築するための課題・対策について検討を行う。 

・第１１回は、東京電力ホールディングス株式会社・東京電力パワーグ

リッド株式会社が提出した「2019年台風 15号対応を踏まえた今夏まで

の検討すべき課題の対応状況」等について議論。 

 

  

https://www.enecho.meti.go.jp/about/mailmagazine/
https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/analysis/
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３．新エネ・省エネ関連 

 

○第３回 総合資源エネルギー調査会／省エネルギー・新エネルギー分科会／

省エネルギー小委員会／ガス・石油危機判断基準ワーキンググループ【６月

２４日開催】 

・太陽光発電設備の廃棄等費用の積立てを担保する制度に関する検討。 

・３回は、「ガス温水機器及び石油温水機器の目標年度について（案）」等

について議論。 

 

○第３回 総合資源エネルギー調査会／省エネルギー・新エネルギー分科会／

省エネルギー小委員会／電子計算機及び磁気ディスク装置判断基準ワーキン

ググループ【６月２９日開催】 

・特定エネルギー消費機器の定義の見直しやエネルギー消費機器等製造事

業者判断基準の見直しも含めて、関係法令等の整備等に向けた検討を行

う。 

・第３回は、対象範囲、エネルギー消費効率の測定方法及び目標基準値等

について議論。 

 

 

４．その他 

 

○第２９回 総合資源エネルギー調査会／資源・燃料分科会【７月１日開催】 

・資源・燃料施策の諸課題について審議を行う。 

・第２９回は、資源・燃料政策の今後の方向性等について議論。 

 

●経済産業省 新型コロナウイルス関連支援策（随時更新） 

https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html 

 

 

 

（以上） 

https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html

